
法
令
等
整
備
状
況
、

日
本
は
平
均
以
下

　

２
０
２
２
年
４
月
、
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
は

第
４
次
相
互
審
査
の
振
り
返
り
と
し

て
、「
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
勧
告
等
の
有
効
性

と
遵
守
状
況
に
関
す
る
報
告
書
」

（
注
１
）
を
公
表
し
た
。
報
告
書
は
、

13
年
以
降
の
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
と
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ

型
地
域
体
（
Ｆ
Ｓ
Ｒ
Ｂ
、
注
２
）
加

盟
国
の
相
互
審
査
結
果
を
分
析
し
、

第
５
次
相
互
審
査
へ
の
参
考
と
す
る

も
の
で
あ
る
。

　

報
告
書
に
よ
れ
ば
、
法
令
等
整
備

状
況
（
Ｔ
Ｃ
）
に
つ
い
て
は
、
全
体

の
充
足
（
４
段
階
評
価
の
上
二
つ
）

割
合
が
平
均
で
76
％
と
な
っ
て
お
り
、

約
10
年
前
の
前
回
の
相
互
評
価
の
36

％
か
ら
大
幅
に
改
善
し
た
（
図
表
）。

こ
れ
を
踏
ま
え
、「
各
国
は
Ｔ
Ｃ
の

改
善
に
お
い
て
大
き
く
進
捗
し
、
犯

罪
や
テ
ロ
を
助
長
す
る
資
金
を
追
う

た
め
の
確
固
た
る
法
的
基
盤
が
構
築

さ
れ
た
」
と
し
て
、
各
国
の
取
り
組

み
と
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
の
手
法
に
つ
い
て
一

定
の
評
価
を
行
っ
て
い
る
。

　

な
お
、
日
本
の
第
４
次
相
互
審
査

に
お
け
る
Ｔ
Ｃ
充
足
率
は
72
％
（
注

３
）
で
あ
り
、
全
体
の
平
均
を
若
干

下
回
っ
て
い
る
。

課
題
を
抱
え
る

有
効
性
評
価
項
目

　

他
方
、
報
告
書
で
は
、
制
度
の
有

効
性
評
価
（
Ｉ
Ｏ
）
に
つ
い
て
、
依

然
と
し
て
大
き
な
課
題
に
直
面
し
て

い
る
こ
と
が
強
調
さ
れ
て
い
る
。
事

業
者
の
取
り
組
み
（
Ｉ
Ｏ
・
４
）
に

つ
い
て
は
、「
大
規
模
金
融
機
関
は
、

一
般
的
に
自
分
た
ち
が
直
面
す
る
リ

ス
ク
を
明
確
に
理
解
し
、
よ
り
効
果

的
な
リ
ス
ク
軽
減
策
を
導
入
し
て
い

る
一
方
、
小
規
模
な
金
融
機
関
や
、

不
動
産
業
者
、
弁
護
士
、
会
計
士
な

ど
の
非
金
融
部
門（
Ｄ
Ｎ
Ｆ
Ｂ
Ｐ
ｓ
）

は
、
一
般
的
に
リ
ス
ク
に
対
す
る
理

解
が
不
十
分
で
、
リ
ス
ク
の
軽
減
に

苦
慮
し
て
い
る
」
と
指
摘
し
、「
ほ

ぼ
す
べ
て
（
97
％
）
の
国
に
お
い
て

未
充
足
（
４
段
階
評
価
の
下
位
二

つ
）
で
あ
る
」
と
し
て
い
る
。

　

そ
し
て
民
間
部
門
の
顧
客
調
査

（
Ｋ
Ｙ
Ｃ
／
Ｃ
Ｄ
Ｄ
）、
疑
わ
し
い

取
引
の
届
け
出
、
記
録
保
存
等
に
お

い
て
、
リ
ス
ク
ベ
ー
ス
の
マ
ネ
ロ
ン

等
対
策
を
導
入
す
る
に
は
、「
意
識

変
革
が
必
要
」
と
し
て
い
る
。
監
督

（
Ｉ
Ｏ
・
３
）
に
関
し
て
は
、「
各

国
は
、
監
督
枠
組
や
権
限
の
強
化
で

改
善
し
て
い
る
も
の
の
、
監
督
の
実

施
レ
ベ
ル
は
依
然
と
し
て
不
十
分
で

あ
り
、
充
足
し
た
国
は
わ
ず
か
10
％

で
あ
っ
た
」
と
し
た
。
そ
の
上
で
、

特
に
「
非
金
融
分
野
に
お
い
て
も
、

監
督
の
強
化
が
必
要
」
と
し
て
い
る
。

　

有
効
性
評
価
に
課
題
が
あ
る
背
景

に
は
、
新
技
術
の
悪
用
や
、
リ
ス
ク

の
拡
大
・
変
化
、
国
境
を
越
え
た
マ

ネ
ロ
ン
事
案
の
調
査
・
起
訴
の
難
し

さ
が
あ
る
。
さ
ら
に
匿
名
の
ペ
ー
パ

ー
カ
ン
パ
ニ
ー
や
信
託
等
の
複
雑
な

ＫＰＭＧ／あずさ監査法人
金融アドバイザリー事業部　
エグゼクティブ・アドバイザー

尾崎 寛

日
本
の
マ
ネ
ロ
ン
対
策
、
次
の
一
手

Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
第
４
次
相
互
審
査
の

全
体
的
な
評
価

【
連
載
】
第
５
回

金融財政事情2023． 5．16 52

※週刊金融財政事情が記事の利用を許諾しています。



法
的
取
極
が
存
在
す
る
こ
と
が
、
法

人
等
の
実
質
的
な
所
有
者
を
不
明
確

に
し
、
不
正
な
取
引
に
利
用
さ
れ
る

要
因
を
つ
く
っ
て
い
る
。

第
５
次
相
互
審
査
で

評
価
方
法
を
見
直
し

　
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
は
、
第
４
次
相
互
審
査

を
総
括
し
、
第
５
次
相
互
審
査
に
お

け
る
評
価
方
法
に
つ
い
て
改
善
を
検

討
中
で
あ
る
。
現
時
点
で
全
容
は
明

ら
か
に
な
っ
て
い
な
い
が
、
第
５
次

相
互
審
査
で
は
、
次
の
よ
う
な
見
直

し
が
な
さ
れ
る
見
込
み
で
あ
る
（
注

４
）。
①
相
互
審
査
の
サ
イ
ク
ル
を

10
年
か
ら
６
年
程
度
に
短
縮
し
、
各

国
が
よ
り
頻
繁
に
評
価
を
受
け
る
よ

う
に
す
る
、
②
リ
ス
ク
ベ
ー
ス
・
ア

プ
ロ
ー
チ
を
徹
底
し
、
リ
ス
ク
が
最

も
高
い
分
野
に
集
中
で
き
る
よ
う
、

主
要
な
リ
ス
ク
の
評
価
と
そ
の
背
景

を
よ
り
重
視
す
る
、
③
特
定
非
金
融

業
者
の
監
督
、
事
業
者
の
取
り
組
み

を
よ
り
一
層
重
視
す
る
、
④
マ
ネ
ロ

ン
等
リ
ス
ク
に
対
処
す
る
た
め
の
具

体
的
な
行
動
に
焦
点
を
当
て
た
、
結

果
重
視
の
評
価
プ
ロ
セ
ス
と
す
る

│
│
な
ど
で
あ
る
。

　

日
本
は
、
第
４
次
相
互
審
査
で
の

指
摘
事
項
に
つ
い
て
、
全
体
平
均
を

下
回
っ
て
い
る
法
令
等
整
備
状
況
の

み
な
ら
ず
、
有
効
性
評
価
に
つ
い
て

も
、
優
先
順
位
を
つ
け
て
対
応
す
る

必
要
が
あ
る
。
リ
ス
ク
ベ
ー
ス
・
ア

プ
ロ
ー
チ
の
高
度
化
、
非
金
融
分
野

の
強
化
も
含
め
、
25
年
以
降
に
開
始

予
定
の
第
５
次
相
互
審
査
を
見
据
え

た
取
り
組
み
が
必
要
で
あ
ろ
う
。

（
な
お
、
本
稿
の
意
見
に
関
す
る
部
分
は
筆

者
の
個
人
的
見
解
で
あ
る
）

（
注
）１　
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２　
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
に
は
、
37
カ
国
、
２
地

域
機
関
が
参
加
し
て
お
り
、
九
つ
の
Ｆ

Ａ
Ｔ
Ｆ
型
地
域
体
（
Ｆ
Ｓ
Ｒ
Ｂ
＝

F
A

T
F

-S
tyle R

egional B
odies

）

へ
の
加
盟
国
を
加
え
る
と
、
２
０
０
カ

国
以
上
の
国
、
地
域
が
参
加
し
て
い
る
。

３　
対
日
報
告
書
の
公
表
時
の
Ｔ
Ｃ
結

果
は
、
充
足
28
、
未
充
足
11
、
非
該
当

１
で
あ
る
の
で
、
充
足
率
は
28
÷
39
＝

72
％
と
な
る
。
こ
れ
は
、
全
体
の
充
足

率
76
％
を
下
回
っ
て
い
る
。
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ

本
体
の
平
均
85
％
か
ら
は
大
き
く
下
回

っ
て
い
る
。

４　

F
A

T
F, Inform

ation N
ote 

for M
ethodology, A

pril 2022
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〔図表〕 法令等整備状況（ＴＣ）、有効性評価（ＩＯ）の充足率

（注）　充足率は、４段階評価のうちの上位２段階の評価を得た項目数の割合。全体＝ＦＡＴＦ＋ＦＳＲＢ。
（出所）　ＦＡＴＦ公表資料から筆者作成。
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